














はじめに － 本稿の課題 
 
















































て現在，政令指定都市は 20 都市になっている。 
その次に，1994 年には中核市が設けられた。中核市の基準は，人口 30 万人以上。中核市には政
令指定都市の約７割の権限が移された。次に，特例市が 1999 年に設置されて，この場合の人口要件




表１にあるように，現在，一般市が 686 市。鳥取市も含めた特例市(施行時特例市)が 39 市，中核
市が 45 市，政令指定都市が 20 市となっている。中国地方は，広島市，岡山市が政令指定都市，中
核市は倉敷市，福山市，下関市。そして，呉市，松江市，鳥取市が特例市である。 
今，議論されているのは，その特例市が中核市に移行するということだ。地方自治法が 2014 年 5
月に改正をされて，これまでの特例市が廃止。そして，今まで中核市になるためには，30 万以上の
人口がないといけなかったものが，20 万人でも中核市になれるようになった（１）。 
また，その際の特例として，現在 20 万人を下回っている特例市であっても，2020(平成 32)年 3
月末日までであれば中核市になることができるという経過措置がとられることとなった（２）。した
がって，現在の鳥取市は特例市で人口は 20 万人に満たない（３）が，中核市になる可能性がでてきた。 


















1999 年改正された合併特例法の期限が切れる 2005 年 3 月末をめざして，全国的にいわゆる「平
成大合併」が展開された（５）。その結果，当時 3400 余りあった日本の市町村がほぼ半減した。 
鳥取市もこの時の 2004 年 11 月 1 日、９市町村が合併するという大規模な合併をおこなった。こ
れで，翌 2005 年 10 月 1 日に鳥取市は一般市から特例市になった。その際，権限が拡大し，県から
鳥取市に環境分野や都市計画に係わる権限およそ 300 が移譲された。 
では、この市町村合併の結果，特例市になった鳥取市はどのように変化したか。 






住民税における個人均等割が合併前の 2003 年には 2500 円であったものが，合併したとたんに
3000 円に引き上げられた。同じく住民税の法人部分は旧河原町，旧用瀬町，旧佐治村では 12.3％か
ら 2010 年度には 14.7％に上げられ，全体が旧鳥取市の制度に統一された。 
固定資産税については，旧福部村，旧用瀬町，旧佐治村，旧気高町，旧鹿野町が 1.4％であった
ものが，これも旧鳥取市の制度に統一されて 2010 年度からは一律 1.5 に引き上げられた。 
国民健康保険料の所得割では各市町村でばらつきがあったものの，およそ 6％～7％だったものが，




遠距離通学費補助については，その対象がこれまで小学生では 2 ㎞ないし 2.5 ㎞以上で補助され
ていたのが，2010 年度からは一律 3 ㎞以上に統一された。 
ゴミ袋の料金では，合併時の 2004 年度にいったん鳥取市の料金に統一されたのち，2007 年度に
大一枚あたり 60 円となった。この料金は，合併前の旧鳥取市では 11.6 円，旧国府町では 20 円，旧
福部村では 25 円であったために，大幅な引き上げとなった。 
下水道使用料においては，保育料とは逆に合併して以降，旧鳥取市と旧国府町では引き上げ，そ
の他の市町村では引き下げられた。 






さらに，職員の削減である。市職員（一般行政職）は 2010～2014 年の５年間で 133 人の減，さら















2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
国府
支所 
99 42 38 35 34 31 27 26 25 24 22 20 
福部
支所 
62 28 26 26 26 24 23 21 21 20 19 18 
河原
支所 
121 47 41 34 34 32 28 27 25 24 23 22 
用瀬
支所 
74 33 31 28 28 25 23 22 21 20 19 18 
佐治
支所 
70 26 26 26 26 24 23 22 21 20 19 18 
気高
支所 
128 44 41 33 31 29 25 25 24 23 22 21 
鹿野
支所 
80 30 28 29 28 26 24 24 22 21 20 19 
青谷
支所 
109 42 37 33 32 31 27 26 25 24 23 22 
合計 743 292 268 244 239 222 200 193 184 176 167 158 
      
 






は 2010～2014 年の５年間で 13 人の減，さら










005 2006 2007 20 8 20 9 2010 201 2012 2013 2014 
38 35 34 31 27 26 25 24 22 20 
26 26 26 24 23 21 21 20 19 18 
41 34 34 32 28 27 25 24 23 22 
31 28 28 25 23 2 21 20 19 18 
26 26 26 24 23 2 21 20 19 18 
41 33 31 29 25 25 24 23 22 21 
28 29 28 26 24 24 2 21 20 19 
37 33 32 31 27 26 25 24 23 22 
268 244 239 2 20 193 184 176 167 158 










































が提出をされる。７月に県が同意をすると，国は 10 月に政令指定をおこない，2018 年４月１日か 
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初の計画よりも床面積が拡大して，建築費用も 65 億円から 98 億円にまで増大する原因の一つとな
ったとしている。 


































































































































（１）改正地方自治法第 252 条 22 第 1 項において中核市の指定要件を人口 20 万以上の都市に変更
するとともに，旧地方自治法の第 2編第 12 章第 3節を削除して特例市を廃止した。 
（２）改正地方自治法付則第 3条による。 
（３）鳥取市の人口は，合併当初の 20 万 1740 人(2005 年)と比べて，現在 19 万 1969 人(2015 年 12
月 31 日現在)に減少している。 
（４）鳥取市総務課「中核市移行の取り組みについて」(2014 年 6 月 10 日)参照。 
（５）市町村合併に関しては，藤田安一「市町村合併と自治体財政」（『鳥取大学教育地域科学部紀
要』第 4 巻 第 2 号，2003 年）および，同「検証・市町村合併後の兵庫県篠山市財政」『地域
学論集』第 4 巻 第 3号，2008 年）参照。 
（６）現在の鳥取市財政に関しては，藤田安一「危機にある鳥取市財政の現状と今後の課題」(『地
域学論集』第 11 巻 第 2号，2014 年)参照。 
（７）鳥取市「みんなでつくるとっとり市庁舎の考え方」2015 年 7 月。 
（８）三位一体改革に関しては，藤田安一「三位一体改革が地方財政に与えた影響に関する一考」 
(『地域学論集』第 3巻 第 1 号，2006 年)参照。 
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（９）鳥取市における市庁舎の新築・移転問題については，藤田安一「鳥取市庁舎の建て替えをめ




月号)，および同「市町村合併から道州制へ」(『地域学論集』第 3巻 第 2号，2006 年)参照。 
（11）例えば，自民党道州制調査会は，現行の 1800 市町村を 300 の自治体に再編して，政令指定都
市並の権限する案を公表し(2007 年)，また経団連は，市町村など基礎自治体を 300～500 程度
にするとした「道州制の導入に向けた第１次提言」(2007 年)を発表している。 
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(2016 年 1 月 29 日受付，2016 年 2 月 3 日受理) 
仲野ほか：「海外フィールド演習･インドネシアプログラム」3年間の成果 
 
おわりに 
 日本に帰ってきても，インドネシアの友だち，家族の関係は終わらない。ＳＮＳなどで連絡を取
っているし，いつでも会えるという確信を持てるからだ。ホストマザーとの連絡で，とても印象的
な出来事があった。「あなたの家族の写真を送って」と言われたのである。ホストマザーが私だけで
なく，私の家族ごと受け入れようとしてくれていることが嬉しかった。出会ったのは，私とインド
ネシアのホストファミリー。けれども，その関係で終わらせずに，私の家族にまで広がっている。 
 私の焦りながら得ていった思いは，彼らの包み込むような優しさであった。出会った日数は関係
がなく，その相手を突き放さない優しさが私を変えてくれた。途中，涙を流すほどの心の揺れを感
じられなかったことに焦っていた私だが，実は最終日のハムカの学生と日本の学生全員での振り返
りのときに，とてもすっきりする出来事があった。それはある日本の学生が，「みんながインドネシ
アに感動しているけど，私はよく分からない」というような言葉を言ったことである。私はこの言
葉を聞いて，「あっ，言ってもよかった か」 ，胸にストンと落ちてきたのである。何か感じなけ
ればならないという思いが，自分自身の行動を制限していたのだ。 
 インドネシアに行って，とても楽になった。私にも，心の揺れがあったのだと気づき，今までそ
の揺れが小さかったために，溢れることがなかったのだと分かったからである。無理に焦る必要は
ない。私なりのスピードで，自分に正直に生きていきたい。自分の思いを吐き出せ，それを受け入
れてもらえる場所があることを実感したのだから。 
 
 
 
